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ポストエージェント指向に基づく内外の変化を自律的に吸収し 

継続動作する情報システム 
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概要：情報システムは社会の基盤であり、最近でも複数の大手通信事業者の提供する全国にまたがるサービスが数十
時間に渡り使用不能となる大規模障害が大きな社会的話題となった。そのため情報システムを“継続動作”させる技術
の確立が緊急の課題となっている。本研究では、その解決を包含する一般的な基盤として、先に提唱したポストエー

ジェント指向の概念 Double 指向の基本アーキテクチャを構成し、これに基づき内外の変化を自律的に吸収し“継続
動作”する共生情報システムの基本構成について述べる。ここで、従来のエージェントに対し Double 指向の特徴は、
1)共進化機能、2)共認知機能、3)共生化機能の 3 点にある。本稿では、まず“継続動作”する共生情報システムを Double

指向に基づいて構成する。次に、Double 指向と共生情報システムの例として、前述の大規模障害の解決へ向けた効果
的輻輳制御の例として、Double 指向と共生情報システムの有効性を示す。なお、共生情報システムの具体的な変化の
事例として輻輳制御に加えて、利用者、規則、故障、部品、標準などを想定し、このような内外の変化を吸収して“継

続動作”するシステムを検討している。本稿では特に Double 指向の 3 つの機能の効果を示す。 
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1. はじめに   

情報システムは社会の基盤であり、最近でも複数の大手

通信事業者の提供する全国にまたがるサービスが数十時間

に渡り使用不能となる大規模障害が大きな社会的話題とな

った。そのため情報システムを“継続動作”させる技術の

確立が緊急の課題となっている。本研究では、その解決を

包含する一般的な基盤として、先に提唱したポストエージ

ェント指向の概念 Double 指向の基本アーキテクチャを構

成し、これに基づき内外の変化を自律的に吸収し“継続動

作”する共生情報システムの基本構成について述べる。こ

こで、従来のエージェントに対し Double 指向の特徴は、1)

共進化機能、2)共認知機能、3)共生化機能の 3 点にある。本

稿では、まず“継続動作”する共生情報システムを Double

指向に基づいて構成する。次に、Double 指向と共生情報シ

ステムの例として、前述の大規模障害の解決へ向けた効果

的輻輳制御の例として、Double 指向と共生情報システムの

有効性を示す。なお、共生情報システムの具体的な変化の

事例として輻輳制御に加えて、利用者、規則、故障、部品、

標準などを想定し、このような内外の変化を吸収して“継

続動作”するシステムを検討している。本稿では特に

Double 指向の 3 つの機能の効果を示す。 

通信システムなど高い信頼性を求められる事例では、事

前に分析を行い、手順書を作成して、誤りのない運用を行

っている。しかし、人のミスに起因する障害のみならず、

システムのひとつの障害を原因として、本来ならば自動的

に修復、回復処理が実行される場合であっても、複数の障

害が連鎖的に発生し、原因究明と復旧までに時間を要する

ことがある。 

我々はこれまでに、やわらかいネットワーク[3][8]の提案
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やネバーダイ・ネットワーク[9][10][11]の提案を行って来た。

これらのなかでは自律的に動作するエージェントが重要な

役割を果たし来た。しかし、これまでこれらエージェント

を効果的に開発運用するための設計モデルが示されていな

かったことから、実運用には至っていなかった。本稿では、

これまでの研究結果を踏まえ、我々が提案してきた Double

指向[2]の考えをエージェント指向[1]からの発展として捉

えて示す。 

これまでに利用者要求の変化やネットワーク状況の変

化に対して、情報システムが自律的にパラメータ調整、モ

ジュールの構成と再構成を行うエージェント指向分散処理

システム ADIPS を提案してきた[4][13]。ADIPS はその後、

Java 言語による実装 DASH を経て、いくつかの研究プロジ

ェクトで用いられてきた。また共生コンピューティングに

関する研究を行い [5][6][14][15][18][19]、共認知[7][16]や

Perceptual Function、Social Function に関する研究[22]を実施

してきた。 

今回の研究の端緒となったポストエージェント指向

Double は文献[2]で提案し、今回はその具体化と継続動作可

能な共生情報システムへの応用について述べている。 

 Double はこれまで個別に研究開発されてきた技術を文

献[2]の概念に基づいて一つのモデルとして統合したもの

である。 

 

2. 共生情報システム 

 情報システムは標準規格に基づいて、階層構造をもつア

ーキテクチャとして設計されることが多く、技術発展を個

別の階層ごとに取り入れることが容易であり、適切な競争

が促進されるなど、利用者にとっても利の多い仕組みであ
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図 1 ポストエージェント指向に基づき内外の変化を自律的に吸収し継続動作する共生情報システムの概念図 

 

 

図 2  Double 指向の 3 つの機能（共進化、共認知、共生化）に基づく基本アーキテクチャ 
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る。情報システムは階層構造となっていることから、各階

層には担当する技術者が存在し、各階層の機能の保守・運

用を担当している。この結果、通常時には、人手を介する

ことがなく情報システム運用されている。そして障害が発

生した場合には、各層の担当者が障害解消のための処理を

行う。これらの処理はマニュアル化されている分野とマニ

ュアル化されておらず、現場で技術者が原因を調査し、解

決策を立案して、処理を実行する場合がある。情報システ

ムの数が増え続けていることから、階層ごとに障害が閉じ

ることが少なく、他の階層の技術者や、遠隔地にある同じ

層の技術者との連携が必要になり、技術者に要求される知

識の増加と、作業の複雑さを招いており、運用・保守技術

者の負担は増加する一方である。このため保守エンジニア

の数は膨大なものになっている。 

 共生情報システムでは、各層の動作をモニタし、円滑に

動作が実行されているかを、それぞれの層で Double が常時

監視し、異常の発生時には各 Double が技術者を支援する。

この結果、Double による支援を受けた保守エンジニアの数

は、従来のシステムに比べて少なくなると期待される。 

情報システムの例として TCP/IP 技術を使った例と共生

情報システムによる効果の例を図 1 に示す。 

 

3. Double: ポストエージェント指向 

3.1 エージェント指向の限界 

これまで我々は､エージェント指向プログラミング環境

と､その応用として共生コンピューティング、やわらかいネ

ットワーク､ネバーダイ・ネットワーク､共生情報システム

などの研究を推進して来た[2-16][18,19]。これらの経験から

の知見として､エージェント指向には長所とが短所があり、

特に短所として即応性、最適化などに難点があった。 

そこで本稿では､これらの短所を克服するために、先に提

唱したポストエージェント指向の概念である Double 指向

の次の 3 つの機能に基づく具体的な基本アーキテクチャを

構成する（図 2）。 

 3 つの機能は、 

① 共進化機能 他の Double に交渉と合意に基づいて機能

変更を行う機能 

② 共認知機能 他のDoubleの動作履歴から他のDoubleの

状態を推論し、動作を予測する機能 

③ 共進化機能 ①②の結果が Double 自分自身と観測可能

な他の Double を最適動作状態とするための機能 

からなる。 

 Double の内部には既存プロセスが存在する。例えば IP デ

ータグラムの転送を実施するプロセスが対応する。この既

存プロセスが新規に開発される場合もあるが、Double は

ADIPS でのエージェント化機能を継承し、既存プロセスを

Double として取り扱うことを行う。 

 Double内部に存在する既存プロセスは制御機能によって

起動終了およびコントロールがなされる。 

 Double 内部の既存プロセスに対して入力、既存プロセス

から出力されるデータは内部モニタ機能によって観測され

る。 

 Double 自体の状態（利用資源のログなど）も同様に内部

モニタ機能によって観測される。 

 内部モニタ機能によって観測されたデータは自分自身の

動作ログとして保存される。 

 内部モニタ機能は自分自身の動作ログから Double 自身

の動作が平常時のものであるか、平常時から逸脱した異常

時であるかを判定する。 

 Double と他の Double のやり取りは外部モニタ機能によ

って観測される。 

 外部モニタ機能によって観測されたデータは他のDouble

の動作ログとして保存される。 

 外部モニタ機能は他の動作ログから自分以外の Double

の状態が平常時のものであるか、平常時から逸脱した異常

時であるかを判定する。 

 

3.2 エージェント指向 

AOP[1]はコンカレントに動作するオブジェクトに対し

て、1)定められたプロトコルによる通信に限定する、2)オブ

ジェクトの内部状態を Mental State としてモデル化し、3)内

部クロックの進行と外部からメッセージ通信によって

Mental State を更新する仕組みを導入して、自律動作するオ

ブジェクトによるエージェント指向プログラミングを提唱

した。 

AOP の Mental State では、曖昧であって外部の状態の表

現を Belief、エージェントが達成しようとしているゴール

を表現する、Desire、エージェントの動作意図を表現する

Intention をそれぞれモデル化した BDI Agent[12]が提唱され、

実用に足るプログラミング言語として、JACK などが実装

された。いずれも研究プロジェクトして一定の成果を収め、

エージェントプログラミングとして研究プロジェクトでは

利用されているが、実サービスを支えるフレームワークと

はなっていない。 

それぞれの価値記述に基づいて、それぞれの効用を最大

化しようとするマルチエージェントの交渉については、交

渉プロトコルの研究[20]がなされており、事前に定めた基

準に基づいて、交渉に参加するエージェントを合意に導く

ための手法が研究されている。 

 

3.3 持続可能化への期待 

情報システムの持続可能化について、情報システムそれ

自体の安定化動作を指向するのみでは、長期的な持続動作

が不可能であることが文献[20]で指摘されている。文献[20]

では、社会，自然，利用者をそれぞれ充足させることの必
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要性が延べられている。 

 

3.4 Double: ポストエージェント指向 

 Double はその概念を文献[2]で示した。ここでは、エージ

ェント指向に対して以下の 3 つの機能を加えることで、“持

続動作”可能なシステムの構築がより長期に渡って運用保

守でき、設計時には予想しなかった事態に対して Double の

支援により技術者の作業負担が減ることを示す。 

 Double は処理を実行するための入力と出力がある。

Double は自分自身の動作を知覚しモニタする。Double は他

の Double を知覚し、コミュニケーションを取る。Double の

概念モデルを図 3 に示す。 

 Double のモデルでは、計算機やネットワーク、利用者、

技術者、他の Double も含めて、すべてが Double としてモ

デル化されて内部状態へ反映する。現実世界の事物を含め

て、実際にはコンピュータプロセスとして存在しないモノ、

コト、ヒトを Double 内部に Double として表現する。 

 

 

図 3  Double の概念モデル 

 

 Double の内部変化は、Double 自身を知覚・モニタし、そ

の履歴を観測することで得られる。Double の外部変化は、

入力と出力をモニタすることと、関係する Double の様子を

観測することで知覚される。Doubleは内外の変化を知覚し、

これを後述する共生化機能により、Double自身の最適動作、

また Double を含む全体の最適化のために妥当な動作を推

論決定し、持続動作するために必要な動作を計画実行する。 

 Double のモデルとして“継続動作”する、という目的は

予め組み込まれた目標であって、これに関係しない動作は

Doubleとして実行不能である。一方で全体最適化のために、

特定の Double をパージすることがある。局所最適化と全体

最適化のバランスを取る方針については、稿を改めて報告

する。 

 Double が Double を内包することが可能である。図 4 に

概念図を示す。Double の連携を効果的に実施するために、

また Double の集合を一まとめにして表現した方が、Double

が他の Double の動作をモデル化しやすいために、Double を

内包する Double が存在する。 

 Double 自体の実行環境を持続可能にするために、我々は

複数の計算機の用いて、データを秘密分散し、それらを統

合することなく計算可能な秘密計算の手法を明らかにし

[17]、これを用いた実行環境の設計[23]を行っている。 

 

 

図 4 Double を内包する Double の概念図 

 

3.4.1 共進化機能 

 Double は、Double 自身と環境の変化に応じて自分と他の

Double の機能を変える機能を有する。例えば、大規模な通

信網において局所的な輻輳が発生し、他の網へ急速に輻輳

を原因とする障害が波及しシステム全体がダウンする場合

がある。これを防ぐために、Doubleの共進化機能を用いて、

関連するノードの Double の輻輳戦略を変えてもらいシス

テム全体の継続動作を目指す。また局所的なダウンを許容

しつつ、システム全体のダウンを避けることを目指す。本

稿ではこの共進化機能を中心に議論を進める。 

 

3.4.2 共認知機能 

 Double は Double 自分自身の動作履歴、関連する他の

Double の動作履歴を用いて、Double 内部に、それぞれの平

常状態の動作モデルを自ら構築する機能を有する。例えば、

大規模な通信網を構成する要素としての Double は、他の

Doubleが輻輳状態の原因となっている異常なデータ転送量

を検出し、これを削減するように要求する。また、通常は

協働関係にない Double に対して、交渉に基づいてデータ転

送の受け入れを要求する。この共認知機能については、稿

を改めて報告する予定である。 

 

3.4.3 共生化機能 

 共進化機能、共認知機能はいずれも共生情報システムが

平常動作状態から、なんらかの異常発生や障害状態の際に

一時的に対応する機能である。一方で、これらの異常発生

や障害状態の原因となる事象が、頻発するのであれば、そ

の事象下での動作を新たな平常状態として認識し、ひとつ

の Double の局所最適化のみならず、いくつかの Double の

局所最適化、そして Double 集合の全体最適化を機能が共生

化機能である。例えば二つの大規模な通信網の間で常にデ

ータ転送が発生するのであれば、そのデータ転送を、大規 
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図 5 2 社ネットワークからなるシステムの輻輳制御における Double 指向の 3 つの機能による継続動作へ向けた制御 

 

模通信網間の新たな接続点して Double を生成して運用を

行う。また共認知機能により、自らの動作が全体への悪影

響を与えることを認識した Double は、全体を持続動作させ

るために、自らを網から切り離し全体を維持させる動作を

行う（図 6）。この共生化機能については、稿を改めて報告

する予定である。 

 

 

図 6: 共生化機能による Double ノード切り離し例 

 

4. Double の応用 

4.1 大規模通信システムの障害 

 既に複数ノード間でのトラフィック分散プロトコルは複

数提案されている、ここではそれらのプロトコルが無い状

態で、Double の共進化機能のみによって、トラフィック分

散が実現できる例を示す。 

 平常時はそれぞれ独立して動作している 2 つの通信事業

者（N 社と K 社）がそれぞれ 6 つのノードを接続した通信

網を運用しているとする（図 5）。このとき、なんらかの原

因で K 社のノード 4 とノード 7 の間に輻輳が発生し、通史

が出来なくなったとする。K 社内部でのみ経路を確保しよ

うとすると、ノード 4 からノード 8、ノード 8 からノード 7

の経路を設定することなる。しかし、これらの経路に余裕

がない場合には、K 社通信網の内部で、輻輳がさらに輻輳

を発生させる状況となる。このとき、地理的に近い位置に

N 社のノード D とノード F が存在する。K 社のノード 4、

ノード 7 は、一時的なパケット転送を依頼する。このとき

N 社のノードは自らの通信網維持に支障がないことを、共

進化機能を使って予測し、コストを見積もり、K 社のノー

ドに提示し（あるいは事前の取り決めに基づいて）、一定数

のパケットを K 社のノード 4、ノード 7 より引き受ける。

この結果、一時的に K 社通信網は、N 社通信網を利用して

迂回路を確保する。これら一連の共進化機能の基づく動作

によって、K 社の通信網は輻輳を抑制し、通信可能状態を

持続させることが可能になる。 

 

4.2 持続可能な情報システムの構成 

我々は、共進化機能、共認知機能、共生化機能を用いて

システムの内外の変化を吸収し、自律的な動作継続可能な

情報システムの構成を目指している。 

具体的な変化の事例として利用者、規則、故障、部品、

標準、輻輳発生などの変化を吸収して動作するシステムを

検討している。これについては、稿を改めて報告する。 

 

5. おわりに 

 本稿では、ポストエージェント指向 Double の基本アーキ

テクチャを構成し、この Double 指向に基づいて持続可能な

情報システムとして、共生情報システムの基本構成を与え

た。今後は、Double 指向のプログラミング環境の開発とこ

れを用いた共生情報システムの応用を示す予定である。 
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